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１．経済概況（全業種ＤＩ）
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日銀短観
（中小企業）

◼ ９月業況ＤＩは、緊急事態宣言延長の影響により、悪化。

業況ＤＩ：好転の回答 － 悪化の回答

商工会議所LOBO（早期景気観測）業況DI・日銀短観（中小企業）の推移（2013年1月以降）

※調査時期：９月１３日～１７日

商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）（９月）
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２．経済概況（業種別ＤＩ）

◼ 業種別概況も悪化。活動回復への期待は高いが、先行き見通しも厳しい。

◼ 業種や規模などで回復度合いが大きく異なる「Ｋ字回復」が見られる。
人流で成り立つ、飲食、宿泊、交通、イベント、観光等の中小事業者は、
活動制約の売上大幅減が続き、危機的状況。倒産・廃業の急増を懸念。

◼ コロナ禍で困窮する事業者への重点的な支援の拡充と迅速な執行と、
感染状況を踏まえた、需要・消費喚起策による売上確保支援が必要。

商工会議所LOBO（早期景気観測）業種別業況DI

商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）（９月）
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３．地域を支える中小企業経営の現状

◼ ６割を超える企業でコロナによる経営へのマイナスの影響が継続。
うち約半数（全体の３割）の企業は、売上が３割以上の減少に喘いでいる。

◼ 「従業員の人員整理を検討・実施」する中小企業は、３．２％と、
厳しい経営環境の中、雇用維持に必死に取り組んでいる。

採用・派遣労働者の人数を
縮小・見送る

40.7％

雇用調整助成金を検討・申込 37.7％

従業員の休業を実施 26.1％

従業員の人員整理を検討・実施 3.2％

※新型コロナウイルスの経営への影響がある
（懸念含む）と回答した企業が対象

新型コロナウイルスの影響を
踏まえた雇用・採用関連の対応

商工会議所ＬＯＢＯ（早期景気観測）（９月）
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４．中小企業の自己変革への挑戦を後押し

◼ コロナ克服に向け、イノベーションや設備投資に意欲的な中小企業は多い。

◼ 生産性向上など、自己改革への挑戦を行う中小企業への後押しが重要。

◼ サプライチェーン全体での付加価値向上や取引適正化をトップが宣言する

「パートナーシップ構築宣言」を推進（10/18現在、2,015社が宣言）。

出典：東商「中小企業のイノベーション実態調査」（21年3月）

プロセスイノベーション：
業務プロセスにおけるイノベーション

プロダクトイノベーション：
新商品・新事業の開発に関するイノベーション

※アイデアを実現するための方策を考えたことはあるが、イノベーション
活動が実現しなかった回答企業9.3％を含む

イノベーション活動への取組み状況

73.0％

(n=1,246)

プロセス
イノベーション
23.8%

プロダクト
イノベーション

2.9%
プロセス・プロダクト
イノベーション両方

46.3%

取り組んで
いない(※)

27.0%

出典：「商工会議所LOBO（早期景気観測）」（21年5月）

中小企業はビジネス変革に挑戦 2021年度の設備投資の動向（全産業）
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５．感染防止と社会経済活動の両立に向けて

◼ 政府から、ワクチン効果を踏まえた日常生活回復に向けた考え方が示され、
ワクチン接種証明と検査の陰性証明、店舗の第三者認証などを活用した、
活動正常化に向けた動きが進展。１３都道府県で実証実験中（１０月中）。

約４割（３７％）の１９２商工会議所が共同接種を実施中（一部は終了）
飲食等の地域で困窮する中小企業を中心に実施
※多くの商工会議所は１０月中に終了予定

【内訳】

職域接種 ９０商工会議所 約４２万９０００人
職域接種以外 １１８商工会議所 約２８万９０００人
①自治体との連携 ６５商工会議所
②医療機関との連携 ２４商工会議所
③大学との連携 １０商工会議所
④企業等との連携 ３４商工会議所

◼ 各自治体と商工会議所が連携し、官民一体となって感染対策と社会経済活動
を高次元のレベルで両立していくことが必要。

◼ １１月で希望する国民全員のワクチン接種終了を目指すべき。ワクチン接種
証明へのインセンティブ付与が重要。接種証明書はデジタル化が必要。

（参考）商工会議所も接種加速化のため、職域接種に協力
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６．日常生活回復に向けた商工会議所の取り組み

八王子商工会議所

困窮する飲食店や交通事業者等へ職域接種。

接種完了者に、商工会議所発の接種証明書を

発行し、域内経済

の活性化を推進。

東京商工会議所

メディカルチェック推進機構とICheck社が共
同開発するワクチン接種証明書アプリ「ワク
パス」に関し、ICheck社と提携。ワクチン接
種済証と本人証明を登録し、協賛企業で提示
すると優待が受けられる。

上尾商工会議所

埼玉県が実施するワクチン接種証明書などを

活用した飲食店の制限緩和の実証実験に協力。

接種証明書や陰性証明書を提示した場合、

営業時間や人数制限を緩和する

沼田商工会議所

ワクチンを２回接種済バッジを作成し、希望

する会員事業所に無料配布。

飲食店など顧客と直に

接する事業者が活用。

＜協賛企業・団体＞

ＨＩＳ、アパホテルなど

ワクチン接種証明の活用

実証実験への活用
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７．社会経済活動の基礎的インフラである医療提供体制の抜本強化

◼ 軽症・中等症・重症・回復期の患者を円滑に受け渡し、フォローできる、
広域かつ地域医療連携の構築が必要。

◼ 病院、宿泊療養施設、自宅など場所を問わずに、軽症・中等症・重症患者に
対して、抗体カクテル療法などの効果的な治療薬を、適宜適切に投与可能な
環境整備が必要。

◼ 変異株などを鑑みると、ゼロコロナは期待できない。
ウィズコロナにおける新しい感染対策の下、一定程度の感染は想定される。

◼ 感染が落ち着いている今のうちに、今度想定される感染拡大にも耐え得る、
非常時の医療提供体制の抜本強化が不可欠。

◼ 臨時専門施設の設置、民間宿泊療養施設の借上げ等による大幅な病床確保を
進めてほしい。オリンピック・パラリンピック施設も有効に活用すべき。

◼ 民間アウトソーシングなど、民間活力も最大限に活用していただきたい。

医療提供体制の抜本強化（国との連携、必要な財政支援）

治療薬の積極活用
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８．ポストコロナへの成長戦略の策定（地方分散型社会の推進）

◼ コロナ禍で厳しい今こそ、国民が将来に希望を持てる国家戦略の策定が必要。

◼ 次なるパンデミックや大規模自然災害等に備え、レジリエンスの強化が必要。
人口が急減する中で、１人あたりＧＤＰの引き上げを新たな国家目標とし、
あらゆる分野での生産性を高め、潜在成長率の底上げを実現すべき。

◼ コロナ禍で大都市集中の弊害が顕在化。テレワークで地方の関心が高まる中、
分散型による活力ある地域経済社会を実現すべき。地方圏の成長余力は高い。

⚫県内総生産を地域別に集計すると、対全国GDP比で東京圏は33%、地方圏は47%を占める(2018年度ベース)
※東京圏＝東京・千葉・埼玉・神奈川、大阪圏＝大阪・京都・兵庫、名古屋圏＝愛知

３大都市圏/地方圏別の県民総生産(GDP)の推移

【図表②】2007→2018年度 地域別変化率

【図表①】総人口・総生産(GDP)の地域別シェア 【図表③】2007～2018年度 県別の総生産(GDP)推移

（出典） 内閣府 県民経済計算



2005年度 2018年度

②ＩＴ化・デジタル化への対応支援（非接触・非対面化、テレワーク、電子申請等）

③伴走型の経営支援、事業再構築、資金繰り・事業再生支援 ④創業・事業承継支援

⑤大規模自然災害等被災事業者の事業再開・復興支援 ⑥観光、地域経済活性化

（１）恒常的な経営指導員等のマンパワー不足の解消、特に感染症拡大等の非
常時に急増する相談や、自治体・国の各種施策・要請に対応する体制強化

（２）中小・小規模企業のＩＴ化支援の加速、「オンライン経営相談」等の推進

経営指導員等の数

9９．地域経済の担い手である中小・小規模企業の事業継続・挑戦を支援

（商工会議所の経営相談体制の強化）

◼ 商工会議所の経営支援 ～全国約5,196名の経営指導員等が、都道府県からの
予算（経営指導員等人件費・事業費）等を活用し、主に以下の支援を実施～

①「コロナショック」の影響を受けた小規模企業の事業継続・新たな挑戦に向けた支援

＜事業継続に向けた支援＞
○「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口」：資金繰り・補助金活用等113,532件の相談に対応（2020/１/29～）
○「小規模事業者経営改善資金融資制度(マル経融資)」※新型コロナウイルス対策型含む
：2020年度の融資件数は24,046件

○「小規模事業者持続化補助金（コロナ特別対応型）」（2020年５月～2020年12月）
：約11.3万件の申請を支援（2019年度の約10倍）

○「持続化給付金」、 「家賃支援給付金」 （～2021年２月）
：事業者への周知・電子申請支援 「申請サポート会場」提供（持続化給付金：316カ所、家賃支援給付金：167カ所）

○「一時支援金」（～2021年６月）・「月次支援金」：登録確認機関として事業者の事前確認を実施

＜「ウイズ・ポストコロナ」を見据えた新たな挑戦に向けた支援＞
○「小規模事業者持続化補助金（低感染リスク型）」（第１回～第３回）：約4,200件の申請を支援
○事業再構築補助金（第１～３回）：第２回までで3,251件の申請を支援

7.3％
減

5,608人
5,196人

2005年度 2019年度

◼ 主な課題
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10．日本商工会議所および５１５商工会議所の活動


